
告 示

�愛媛県告示第６９７号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２５年６月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２５年６月７日から２０日まで

�������
�愛媛県告示第６９８号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、砥部町長から次のとおり公共測量を実

施する旨の通知があった。

平成２５年６月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（空中写真測量、写真地図作成）

２ 作業期間 平成２５年５月２８日から

９月３０日まで

３ 作業地域 砥部町（旧砥部町域）

�愛媛県告示第６９９号
介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３条第１項第２号

の規定により、次のとおり介護員養成研修事業者を指定した。

平成２５年６月７日

愛媛県東予地方局長 俊 野 健 治

�������
�愛媛県告示第７００号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県今治保健所及び

今治市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２５年６月７日

愛媛県今治保健所長 廣 瀬 浩 美

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

株式会社四阪製錬所

新居浜市西原町三丁目５番３号

代表取締役 日下部 武

２ 事業場の名称及び所在地

株式会社四阪製錬所

発 行 愛 媛 県
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介護員養成研修事業者
の名称又は氏名

介護員養成研修事業者
の所在地又は住所 研修の課程 指 定

年 月 日

社会福祉法人愛美会 愛媛県四国中央市上分
町乙８番地２

介護職員初
任者研修課
程

平成２５年
５月３０日

毎週（火・金）曜日発行 第２４７６号 平成２５年６月７日

平成２５年６月７日金曜日 第２４７６号

愛 媛 県 報
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今治市宮窪町四阪島１３５番地

３ 特定施設に関する事項

�１洗浄塔

４ 汚水等の処理施設に関する事項

�２シックナー

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

四阪１号排水口

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 凝集沈殿法

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 無 し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １．０～３．０

最大 ０．５～３．０

通常 １．０～３．０

最大 ０．５～３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １２０

最大 １６０

通常 １０

最大 ２０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３００

最大 ５００

通常 ７０

最大 １２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２００

最大 ３００

通常 ５

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ５

通常 ５

最大 ５

ダイオキシ
ン類含有量
（単位 １
リットルに
つきピコグ
ラムＴＥＱ）

通常 １０，０００

最大 １０，０００

通常 ５００

最大 ６００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４，８００

最大 ６，８００

通常 ４，３００

最大 ６，３００

備考 処理水は工程水として再利用し、残さは製造工程へ送る。

設 置 年 月 日 昭和５２年６月２０日

処 理 施 設 の 種 類 物理処理

処 理 施 設 の 型 式 凝集沈殿方式

処 理 施 設 の 構 造 ＳＳ及びゴムライニング製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 直径９．０メートル、高さ３．０メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１１，３３０立方メートル処理

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．０～９．０

最大 ５．０～９．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．５

最大 ６．９

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 ３０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６．２

最大 １４．２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．４

最大 １．３

ダイオキシ
ン類含有量
（単位 １
リットルに
つきピコグ
ラムＴＥＱ）

通常 １．０

最大 ７．８

特 定 施 設 の 種 類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号）別表第１第６２号 ホ 排ガス洗
浄施設
ダイオキシン類対策特別措置法施行令
（平成１１年１２月２７日政令第４３３号）別表
第２第１３号 ロ 排ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 毎分１，０００ノルマル立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後約２か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．０～３．０

最大 ０．５～３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １２０

最大 １６０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３００

最大 ５００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２００

最大 ３００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ５

ダイオキシ
ン類含有量
（単位 １
リットルに
つきピコグ
ラムＴＥＱ）

通常 １０，０００

最大 １０，０００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，７４０

最大 ２，０００

愛 媛 県 報平成２５年６月７日 第２４７６号
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�愛媛県告示第７０１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市居相土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２５年６月７日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第７０２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市梅本地区土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成２５年６月７日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第７０３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市東石井土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２５年６月７日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

就 任

退 任

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２０，５３２

最大 ３０，３４６

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 田 経 子 松山市東石井五丁目２番５号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 家 久 恒 和 松山市北梅本町２８４１番地

〃 永 井 武 信 松山市北梅本町２８２９番地

〃 宮 内 明 治 松山市北梅本町２２５１番地２

〃 森 貞 幹 夫 松山市北梅本町２３３５番地

〃 八 木 嘉 廣 松山市北梅本町８８８番地３

〃 奥 村 敦 視 松山市北梅本町１１５２番地

〃 奥 村 和 孝 松山市南梅本町乙１９０番地１

〃 宮 内 康 二 松山市北梅本町８１３番地２

〃 松 本 範 良 松山市平井町３５０６番地

〃 宮 内 勝 正 松山市南梅本町６０７番地

〃 家 久 英 雄 松山市南梅本町７５６番地

〃 宮 内 保 松山市南梅本町７６４番地

〃 和 田 正 寛 松山市南梅本町８１３番地

〃 高 岡 敏 夫 松山市南梅本町２３７番地３

〃 桑 原 英 信 松山市南梅本町８６３番地

〃 久 保 武 志 松山市南梅本町１１３３番地

〃 田 中 孝 明 松山市水泥町６９３番地１

〃 山 本 幸 雄 東温市西岡７４９番地

監 事 宮 内 賢 三 松山市南梅本町６３０番地２

〃 宮 内 順 三 松山市北梅本町２０４７番地

〃 奥 村 敞 八 松山市北梅本町乙１５番地

〃 宮 内 康 二 松山市北梅本町８１３番地２

〃 松 本 範 良 松山市平井町３５０６番地

〃 宮 内 勝 正 松山市南梅本町６０７番地

〃 家 久 英 雄 松山市南梅本町７５６番地

〃 宮 内 保 松山市南梅本町７６４番地

〃 和 田 正 寛 松山市南梅本町８１３番地

〃 高 岡 敏 夫 松山市南梅本町２３７番地３

〃 桑 原 英 信 松山市南梅本町８６３番地

〃 久 保 武 志 松山市南梅本町１１３３番地

〃 田 中 孝 明 松山市水泥町６９３番地１

〃 岡 本 泰 典 東温市西岡７５８番地

監 事 宮 内 賢 三 松山市南梅本町６３０番地２

〃 宮 内 順 三 松山市北梅本町２０４７番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 家 久 恒 和 松山市北梅本町２８４１番地

〃 永 井 武 信 松山市北梅本町２８２９番地

〃 宮 内 明 治 松山市北梅本町２２５１番地２

〃 森 貞 幹 夫 松山市北梅本町２３３５番地

〃 八 木 嘉 廣 松山市北梅本町８８８番地３

〃 奥 村 義 博 松山市北梅本町乙８５番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 玉 井 良 昭 松山市居相二丁目１番１号

〃 堀 川 満 幸 松山市居相五丁目５番１５号

〃 玉乃井 實 松山市居相一丁目３番８号

〃 有 光 逸 武 松山市居相五丁目７番７号

〃 今 村 敬 三 松山市居相四丁目２１番１２号

〃 堀 川 博 松山市居相四丁目１９番３０号

〃 洲之内 貞 治 松山市居相一丁目３番１０号

監 事 今 村 旭 松山市居相五丁目８番５号

〃 清 水 良 三 松山市居相二丁目５番３２号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 洲之内 貞 治 松山市居相一丁目３番１０号

〃 今 村 省 三 松山市居相三丁目８番１号

〃 今 村 旭 松山市居相五丁目８番５号

〃 有 光 逸 武 松山市居相五丁目７番７号

〃 今 村 敬 三 松山市居相四丁目２１番１２号

〃 今 村 孝 松山市居相五丁目２番４号

〃 清 水 良 三 松山市居相二丁目５番３２号

監 事 玉 井 良 昭 松山市居相二丁目１番１号

〃 永 木 圭 三 松山市居相一丁目１０番５号

愛 媛 県 報平成２５年６月７日 第２４７６号
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�愛媛県告示第７０４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市北吉井土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２５年６月７日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第７０５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定により、

東温市上林土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維持管

理）の計画の変更を平成２５年５月２４日認可した。

平成２５年６月７日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

�������
�愛媛県告示第７０８号
三崎町土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事業（維

持管理）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年

法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の

規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２５年６月７日

愛媛県南予地方局長 三 好 伊佐夫

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 三崎町土地改良区 土地改良事業（維持管理）計画書の写し

� 三崎町土地改良区定款の写し

�愛媛県告示第７０６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２５年６月７日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

�愛媛県告示第７０７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２５年６月７日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 田 豊 和 東温市志津川１４２１番地１

〃 大 西 幸 夫 東温市西岡１４８９番地１

〃 白 戸 栄 夫 東温市志津川６７番地２

〃 大 西 正 康 東温市志津川１７１８番地４

〃 越 智 慎 資 東温市志津川１７７９番地

〃 宮 内 和 夫 東温市志津川６４８番地

〃 清 水 昭 弘 東温市志津川６８０番地

〃 丹生谷 博 東温市西岡８７１番地

〃 岡 本 泰 典 東温市西岡７５８番地

監 事 清 水 治 久 東温市志津川１４３２番地

〃 水 田 治 徳 東温市志津川１４５６番地

〃 松 本 弘 之 東温市西岡７６９番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 伊 賀 正 東温市西岡１６１番地

〃 大 野 史 雄 東温市志津川１５１０番地

〃 森 省 三 東温市志津川５１４番地

〃 高 塚 三 朗 東温市志津川５８３番地１

〃 増 田 伸 一 東温市志津川１８３５番地

〃 宮 内 和 夫 東温市志津川６４８番地

〃 清 水 昭 弘 東温市志津川６８０番地

〃 山 内 正 行 東温市西岡４２７番地

〃 岡 本 光 東温市西岡７３７番地４

〃 山 本 隆 夫 東温市西岡８００番地

監 事 和 田 隆 茂 東温市西岡４３３番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 浅 野 周 三 松山市東石井五丁目１０番２５号

〃 友 近 泰 教 東温市志津川５７番地１

〃 越 智 賢 治 東温市志津川１７９０番地

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２５中局建（開）第１２号

平成２５年５月３０日
伊予市上三谷字風呂ノ元甲５６１番１

松山市和泉南５丁目３番１７号

フレグランスいずみＢ１０５号

仲 神 秀 樹

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２５中局建（開）第１３号

平成２５年５月３０日
伊予郡松前町大字西古泉字小鯛２１６番２

松山市余戸東１丁目１０番２５号

甲 斐 美 博

愛 媛 県 報平成２５年６月７日 第２４７６号
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公 告

２ 縦覧期間

平成２５年６月７日から７月５日まで

３ 縦覧場所

伊方町役場三崎総合支所

�公 告

公文書の公開の実施状況

平成２４年度の公開請求等に対する公文書の公開の実施状況の概要

を次のとおり公表する。

平成２５年６月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 公文書の公開の請求等及び処理の状況

（単位：件）

区 分
請求等の
件 数

処 理 の 状 況
取 下 げ

公 開 部分公開 非 公 開

公 開 請 求 １，３１３ ９２８ ２６３ ７５ ４７

公 開 申 請 １ ０ １ ０ ０

計 １，３１４ ９２８ ２６４ ７５ ４７

注１ 公開請求とは、愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第２７号。以下
「条例」という。）に基づく公開請求をいう。
２ 公開申請とは、条例附則第３項ただし書の規定によりなおその効力を有
するものとされている愛媛県情報公開要綱（平成５年１０月愛媛県・愛媛県
公営企業管理局・愛媛県教育委員会・愛媛県選挙管理委員会・愛媛県人事
委員会・愛媛県監査委員・愛媛県地方労働委員会・愛媛県収用委員会・愛
媛海区漁業調整委員会・愛媛県内水面漁場管理委員会告示第１２５５号。以下
「要綱」という。）に基づく公開申請（要綱第２条第１項に規定する実施
機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画及び写真であって、
同条第２項に規定する決裁等が終了したもののうち、公立大学法人愛媛県
立医療技術大学に引き継がれたものに係る公開申請を含む。）をいう。

２ 公文書の公開の請求等の実施機関別内訳

（単位：件）

実 施 機 関 公開請求件数 公開申請件数

総 務 部 ５９ ０

企 画 振 興 部 １９ ０

知 県 民 環 境 部 ６４ ０

保 健 福 祉 部 ２６１ ０

経 済 労 働 部 ５２ ０

農 林 水 産 部 ２０５ ０

事 土 木 部 ４７６ １

出 納 局 ０ ０

小 計 １，１３６ １

議 会 ４

公 営 企 業 管 理 者 ８ ０

教 育 委 員 会 ６９ ０

選 挙 管 理 委 員 会 ７ ０

人 事 委 員 会 ０ ０

監 査 委 員 ０ ０

公 安 委 員 会 ０

警 察 本 部 長 ８９

労 働 委 員 会 ０ ０

収 用 委 員 会 ０ ０

海区漁業調整委員会 ０ ０

内水面漁場管理委員会 ０ ０

公立大学法人愛媛県立医療技術大学 ０ ０

愛媛県住宅供給公社 ０

愛媛県土地開発公社 ０

合 計 １，３１３ １

３ 公文書の公開の請求等の主な内容

（単位：件）

請 求 等 の 主 な 内 容 公開請求件数 公開申請件数

工事設計書 ４２２ ０

公益法人等の決算書類 ２５６ ０

名簿関係 ９６ ０

懲戒処分等の職員の処分関係 ６３ ０

道路等図面関係 ５６ ０

４ 公文書公開請求者等別の内訳

（単位：件）

公 開 請 求 者 等 の 区 分 公開請求件数 公開申請件数

県内に住所を有する者又は事務所若しくは事業所を
有する個人及び法人その他団体

８６１ ０

その他のもの ４５２ １

５ 不服申立て等の状況

� 不服申立て

（単位：件）

不服申立て件数 処 理 の 状 況

平 成
２３年度
からの
繰 越
件 数

平 成
２４年度
不 服
申立て
件 数

裁 決 又 は 決 定

審理中 取下げ却 下 棄 却 一 部
認 容

認 容

２ ５ ２ ５
注 不服申立てとは、公文書の公開請求に対する決定について、行政不
服審査法（昭和３７年法律第１６０号）に基づく不服申立てをいう。

� 不服申出

実績なし

�������
�公 告

個人情報の開示等の実施状況

平成２４年度の開示請求等に対する個人情報の開示等の実施状況の

概要を次のとおり公表する。

平成２５年６月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 個人情報取扱事務の登録件数

（単位：件）

実 施 機 関 年度末件数

総 務 部 ７１

企 画 振 興 部 ７１

知 県 民 環 境 部 １７６

保 健 福 祉 部 ４８３

経 済 労 働 部 １０６

農 林 水 産 部 １９６

事 土 木 部 １３５

出 納 局 １０

小 計 １，２４８

議 会 １３

公 営 企 業 管 理 者 １７

教 育 委 員 会 １４２

選 挙 管 理 委 員 会 ２０

人 事 委 員 会 ４

監 査 委 員 ５

公 安 委 員 会 ６

警 察 本 部 長 １６２

労 働 委 員 会 ４

収 用 委 員 会 １１

海区漁業調整委員会 ２

内水面漁場管理委員会 １

公立大学法人愛媛県立医療技術大学 ２３

合 計 １，６５８

愛 媛 県 報平成２５年６月７日 第２４７６号
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２ 個人情報の開示請求の状況

� 書面による開示請求

（単位：件）

実施機関
請 求 の
件 数

処 理 の 状 況
取 下 げ

開 示 部分開示 非 開 示

知 事 ４０ １３ １４ ９ ４

公営企業管理者 ８７ ３７ ３８ １２ ０

教育委員会 １７ １６ ０ １ ０

人事委員会 １ １ ０ ０ ０

警察本部長 １３ ３ ９ １ ０

合 計 １５８ ７０ ６１ ２３ ４

注 他の実施機関については、実績なし。

� 口頭による開示請求

（単位：件）

実 施 機 関 請求の件数

総 務 部 ４６

知 県 民 環 境 部 １４

事 保 健 福 祉 部 ４２

小 計 １０２

教 育 委 員 会 ７，８５５

人 事 委 員 会 ２９４

警 察 本 部 長 ３６

公立大学法人愛媛県立医療技術大学 ５７

合 計 ８，３４４

注１「口頭による開示請求」とは、実施機関があらかじめ定めた個人情報
について、口頭により開示請求できるものであり、請求があった場合
は、原則開示するものである。
２ 他の実施機関については、実績なし。

３ 個人情報の訂正請求の状況

実績なし

４ 個人情報の利用停止請求の状況

実績なし

５ 不服申立ての状況

（単位：件）

区 分

不服申立て件数 処 理 の 状 況

取下げ

平 成
２３年度
からの
繰 越
件 数

平 成
２４年度
不 服
申立て
件 数

裁決又は決定

審理中却 下 棄 却 一 部
認 容

認 容

開示決定等
に係るもの

０ １ １

訂正決定等
に係るもの

０ ０

利用停止決
定等に係る
もの

０ ０

�������
�公 告

登録販売者試験の実施について

薬事法（昭和３５年法律第１４５号）第３６条の４第１項の規定により、

平成２５年登録販売者試験を次のとおり実施する。

平成２５年６月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の日時

平成２５年１０月２９日（火）午前１０時３０分

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２５年６月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２５年６月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２５年５月２３日 ＮＰＯ法人 どんまい 栗 栖 公 明 松山市本町６丁目１１番８ この法人は、主に松山市内の精神障害者の社会
参加促進を目指し、生活を取り戻すための活動
の場、相談・サポートをできる場等を充実させ
ていくとともに、地域住民等に対して精神障害
者への理解を啓発することにより、精神障害者
の福祉を向上、発展させることを目的とする。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２５年５月２７日 特定非営利活動法人 アイコン 西 尾 敏 弘 松山市東垣生町９８７番４ この法人は、障害者・障害児を対象として、地
域社会との連携活動を推進しながら、障害者・
障害児の創造的活動、生産活動の機会を提供及
び障害者自立支援法にもとづいた事業を行い、
障害者・障害児の自立と共生の環境作りを目指
し、公益に寄与することを目的とする。

愛 媛 県 報平成２５年６月７日 第２４７６号
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２ 試験の場所

愛媛県薬剤師会館（愛媛県松山市三番町七丁目６－９）及び愛

媛県庁（愛媛県松山市一番町四丁目４－２）（試験の場所は、受

験票により通知する。）

３ 受験申請書の提出期間

平成２５年７月２２日（月）から８月２日（金）まで。

ただし、郵送による場合は、同日までの消印のあるものは、受

け付ける。

４ 受験申請書の提出先

県内居住者については住所地を管轄する保健所（松山市の区域

にあっては、中予保健所）と、県外居住者については愛媛県保健

福祉部健康衛生局薬務衛生課とする。

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２５年６月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

衛生指導総合情報システムサーバ機器等の賃貸借及び保守管

理業務委託

� 借入物品名、委託業務名及び数量

入札説明書及び仕様書による。

� 借入物品及び委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間及び委託期間

平成２６年３月１日から平成３１年２月２８日まで

� 借入場所及び委託業務の履行場所

入札説明書及び仕様書による。

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２３年度、平成２４年度及び平成２５年度の

製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認め

られた業者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに適正かつ確実に納入できる体制が整備

されていることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� ４の�に掲げる受領期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県保健福祉部健康衛生局薬務衛生課食品衛生係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２―２３９５

� 入札書の受領期限

平成２５年７月１９日（金）から平成２５年７月２３日（火）午前９

時５９分まで

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２５年７月２３日（火）午前１０時

愛媛県庁第二別館５階保健福祉部会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

受領期限：平成２５年６月２８日（金）午後５時

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： Public

sanitation integrated information systems，１ set

Nature and quantity of the service to be rendered：

Maintenance and management services for the public

sanitation integrated information systems

� Time limit of tender：９：５９ a．m．，２３ July２０１３

� For further information，please contact： Food Sanitation

Section，Pharmaceuticals and Hygiene Division，Health and

Hygiene Subdepartment，Health and Welfare Department，

Ehime Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２３９５
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公安委員会規則

�公 告

争議行為の通知の公表について

全国一般愛媛地方労働組合執行委員長玉井博司から次のとおり争

議行為を行う旨の通知が平成２５年５月３０日あったので公表する。

平成２５年６月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 事件 平成２５年度夏季一時金その他に関する事項

２ 日時 平成２５年６月１０日正午以降本問題が完全解決に至る間

３ 場所

病 院 名 所 在 地

一般財団法人創精会 松山市美沢１－１０－３８

医療法人敬愛会久米病院 松山市南久米７２３

特定医療法人清和会和ホスピタル 松山市柳原７３９

医療法人北辰会西条市民病院 西条市小松町妙口甲１５２１

財団法人新居浜精神衛生研究所
財団新居浜病院 新居浜市松原町１３－４７

医療法人十全会十全第二病院 新居浜市角野新田町１－１－２８

八幡浜医師会立双岩病院 八幡浜市若山４番耕地１６３

４ 概要 前記記載の場所においてあらゆる形の争議行為を単独又

は併用して実施する。

�愛媛県公安委員会規則第６号
愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２５年６月７日

愛媛県公安委員会委員長 亀 岡 マリ子

愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則

愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

けん

（自動車以外の車両の牽引制限）
けん

第１１条 法第６０条の規定による自動車以外の車両の運転者の牽引制

限は、次の各号に定めるところによる。

�・� 省略

� 原動機付自転車の運転者は、故障その他の理由により運転す

ることができなくなつた自動車又は原動機付自転車（以下「故
けん

障車」という。）を牽引することがやむを得ない場合において

は、前号の規定にかかわらず、次に定めるところによりその故
けん

障車を牽引することができる。

� 省略

（運転者の遵守事項）

第１２条 法第７１条第６号の規定により、車両又は路面電車（以下「車

両等」という。）の運転者が遵守しなければならない事項は、次

の各号に掲げるものとする。

�～� 省略

� またがり式の乗車装置に人を乗車させるときは、前向きにま

たがらせること。

� 傘を差し、物を担ぎ、物を持つ等視野を妨げ、若しくは安定

を失うおそれのある方法で大型自動二輪車、普通自動二輪車、

自転車若しくはハンドルバー方式のかじ取り装置を備えた普通

自動車（以下「大型自動二輪車等」という。）若しくは原動機

付自転車を運転し、又は傘を差し、物を担ぎ、物を持つ等運転

者の視野を妨げ、若しくは安定を失わせるおそれのある者を大

型自動二輪車等に乗車させて運転しないこと。

�・� 省略

� 省略

けん

（自動車以外の車両の牽引制限）
けん

第１１条 法第６０条の規定による自動車以外の車両の運転者の牽引制

限は、次の各号に定めるところによる。

�・� 省略

� 原動機付自転車の運転者は、故障その他の理由により運転す

ることができなくなつた自動車又は原動機付自転車（以下「故
けん

障車」という。）を牽引することがやむを得ない場合において

は、前項の規定にかかわらず、次に定めるところによりその故
けん

障車を牽引することができる。

� 省略

（運転者の遵守事項）

第１２条 法第７１条第６号の規定により、車両又は路面電車（以下「車

両等」という。）の運転者が遵守しなければならない事項は、次

の各号に掲げるものとする。

�～� 省略

� 大型自動二輪車又は普通自動二輪車の乗車装置にまたがらせ

ないで乗車をさせて運転しないこと。

� かさをさし、物をかつぎ、物を手に持つ等視野を妨げ、又は

安定を失うおそれのある方法で大型自動二輪車、普通自動二輪

車又は原動機付自転車を運転しないこと。

�・� 省略

� 交通ひんぱんな道路において、かさをさして自転車を運転し

ないこと。

	 省略
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附 則

この規則は、平成２５年７月１日から施行する。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

平成２５年６月７日 発行
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